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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

作成日：平成 20 年 9 月 16 日 

担当部課：人間開発部高等・技術教育課 

１．案件名 

日・エジプト科学技術大学（E-JUST）設立プロジェクト 

２．協力概要 

(1) 協力内容 

本プロジェクトでは、高等教育の極度の「マスプロ化」による教育の質の低下が大きな問題となって

いるエジプト・アラブ共和国（以下「エ」国）において、同国の工学系高等教育の改革の牽引役となる

「日・エジプト科学技術大学（E-JUST）」を新設・強化するための支援を、第一期生を受け入れる条件

（基本計画策定、組織・制度形成、教育内容策定、職員雇用・学生確保、施設・機材整備）を整える第

1 ステージ（１年間）と、E-JUST の教育・研究・組織運営面での能力強化を行う第 2 ステージ（4 年

間）の 2 ステージに分けて実施する。 

 

(2) 協力期間： 

2008 年 10 月 13 日～2013 年 10 月 12 日（5 年間） 

（第 1 ステージ：2008 年 10 月～2009 年 10 月、第 2 ステージ：2009 年 10 月～2013 年 10 月） 

 

(3) 協力総額（日本側） 

12.5 億円 

 

(4) 先方関係機関 

日・エジプト科学技術大学（E-JUST）、高等教育省、国立ムバラクシティー科学技術研究所(MuCSAT)

 

(5) 日本側協力機関 

国内支援大学 12 校*（※今後、必要に応じて増やす可能性もあり） 

（北海道大学・東北大学、東京大学・早稲田大学、慶應義塾大学、東京工業大学・名古屋大学、京都

大学、京都工芸繊維大学、立命館大学、大阪大学、九州大学） 

 

(6) 裨益対象者 

○直接裨益者： 

・ E-JUST の教員及び事務職員（教員約 170 人+事務職員） 

・ E-JUST の学生（定員数約 1750 人: 学士 1,120 人、修士 420 人、博士 210 人） 

○間接裨益者： 

・ E-JUST から輩出される工学系高等人材を雇用する在「エ」国（現地・日系等の）産業界 

・ E-JUST の研究成果の活用による社会問題（例：環境問題等）解決の裨益を受ける地域住民 
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３．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

「エ」国は近年 6～7%台の経済成長率を続けており、比較的順調な経済成長を達成しているが、4 大

外貨収入源（観光、運河通航料、石油輸出、出稼ぎ外貨送金）が貿易赤字を補填する経済構造となって

おり、また、主要産業も第一次産業が 50％を占めるなど、経済構造の転換は進んでいない。特に、製

造業の国際競争力が低く、製品輸出が伸びないという根本的な問題が存在する。これに対し、「エ」国

政府は、国内産業界の国際競争力強化と輸出振興を目指すとともに、国内産業の基盤を支える人材の育

成に積極的に取り組み始め、高等教育の強化を通じた人材育成に注力している。 

しかし、質の高い人材を育成・輩出すべき「エ」国の国立大学では、授業料無料化に起因する高等教

育就学者数の急増によって、教育の極度の「マスプロ」化が進行し、教育の質の低下が顕在化している。

同国のトップ大学であるカイロ大学においては、学生数が 26 万人を超え、工学部でも教員一人当たり

の学生数が約 30 人となっている（日本や世界の工学系トップ大学では、教員一人当たりの学生数は 1：

10 以下）。特に、理工系分野においては、「エ」国内に先端的な教育・研究を行う大学や研究機関がな

いことから、多くの優秀な学生が高度な専門教育を受けるために欧米等の海外の大学院や研究機関に進

学して、卒業後も留学先の国で就職するケースが多く、高度な知識・技術を有する人材が国外に流出し

ている。 

高等教育のマスプロ化と教育の質低下という問題に直面し、「エ」国政府は経済社会ニーズを踏まえ

た質の高い教育を提供し、国づくりを担う人材を育成するという課題に対して、大学評価と質の保証、

大学院教育と研究活動の促進といった高等教育の改革に取り組んでいる。その改革の一環として、近年、

欧米大学と連携した外国系大学（英、独、仏、加等）が新設されてきているが、(1)全て私立大学であり、

授業料が極めて高いことから、入学者は一部の富裕層の子弟のみに限定されていること、(2)工学系に力

を入れているのはドイツ大学のみであること、(3)学部中心の教育であることから、「エ」国の特に工学

系の高等教育改革へのインパクトは限定的である。 

上記のような状況に鑑み、「エ」国政府は既存の国立・私立大学とは全く異なる、日本型の工学教育

の特長を活かした「少人数、大学院・研究中心、実践的かつ国際水準の教育提供」をコンセプトとする

国立大学「日・エジプト科学技術大学（E-JUST）」を新設するための支援を日本政府に要請した。なお、

E-JUST の新設にあたっては、「エ」国側がキャンパス・施設建設を負担し、日本側は技術的指導（本技

術協力プロジェクト）と研究・教育機材整備（無償資金協力として要請予定）への支援が期待されてい

る。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

「エ」国政府の社会経済開発長期ビジョン（2002/03～2021/22 年）は 7 つの主要目標の中で「人的

資源開発と雇用増加」を掲げている。また現ナズィーフ内閣は「発展のための 10 大プログラム」の中

で「教育・科学研究の発展」を掲げており、さらにその中で、公的教育の就学能力の拡大、教育の選択

肢の拡大、労働市場のニーズに適応した教育、教育の質の向上、教育の分権化、大学教育の拡充を重視

している。E-JUST は質の高い工学系教育・研究を提供することで、人的資源開発、教育・科学研究の

発展、教育の質の向上に直接的に貢献するものである。 

「エ」国高等教育省は、高等教育の発展のために、「卓越性と競争力向上」と「国家開発の先導」を

大きな柱としてあげており、高等教育の質・効率性・妥当性の向上、新たな教育方法の検討、学位の国

際的な認証等を目的として掲げている。更に、これらの目標達成のために、アクションプランを掲げて

おり、そのなかで「大学院教育と科学研究の拡充」等を謳っている。質の高い工学系教育・研究をめざ

す E-JUST の設立は、上記の高等教育政策と合致するものである。 
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(3) 我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付け） 

E-JUST は、2003 年 5 月の小泉首相（当時）の中東訪問を契機として、日本とアラブとの相互理解

と協力関係を促進するため形成された「日本アラブ対話フォーラム」において構想され、「エ」国より

提案されたものである。更に、その後、両政府間の累次の調査・協議を経て、2007 年 5 月の日・エ首

脳会談においてムバラク大統領の支援要請に対して、安倍総理（当時）より「日本として可能な協力を

行う」旨、回答したものであり、両国政府の首脳間で合意された事業である。 

外務省の国別援助計画では、「エ」国が「競争力のある安定した経済社会」への移行を支援するため

に、「持続的成長と雇用創出の実現」、「貧困削減と生活水準の向上」及び「地域安定化の促進」を３本

柱としている。同 3 本柱のうち、「持続的成長と雇用創出の実現」において、「産業の国際競争力を高め

るためには、能力の高い熟練労働者に加え、研究開発に携わる高度な専門知識や技術を有する産業人材

の育成が必要不可欠であることから、理工系の高等教育の分野での支援を行う」としている。JICA の

国別事業実施計画も、右方針を基本としており、外務省の援助政策及び JICA の援助実施計画との整合

性も高い。 

さらに、日本政府が現在推進する科学技術外交の関連では、本プロジェクトは、本邦大学の高い科学

技術力を活用して、「エ」国のみならず中東・アフリカ地域の中核的な科学技術系大学の新設・能力向

上を目指すものであり、将来的には、同地域において、環境・エネルギー等、地球的規模課題に対する

共同対策を推進するための基盤となることが期待できる。よって、科学技術外交との整合性が高いと言

える。 

 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

第 1 ステージ(準備ステージ)】 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

① 「協力（第 1 ステージ）終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

（プロジェクト目標） 

E-JUST において 2009 年 9 月から修士・博士課程第一期生1を受け入れる条件（基本計画・組織・

教育内容・人員・施設・機材）が整う。 

（指標・目標値） 

1) 資格要件を満たし訓練された人材（経営層、教員、事務職員）が必要な人数確保され、その

運営体制が形成される。 

2) 第 2 ステージに必要な予算がコミット/配賦される。 

3) 修士・博士課程の開始に必要な教育内容、機材、施設が準備される。 

4) E-JUST 設置が最高大学審議会（SCU）により承認される 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

① 成果 1 

E-JUST の運営体制と運営計画が策定される。 

（活動） 

1-1. 組織運営体制の制度設計 

1-2. 大学経営層・事務局幹部の人選基準の策定と有能な人材の確保 

                                                  
1 2009 年 9 月の段階では、E-JUST の仮開設場所であるムバラクシティー研究所の施設・機材を勘案し、修士・博士課程の学生より受

入を先行開始する。学部生の受入については、講義施設や実習機材等が整備される 2011 年以降に開始する予定。なお、修士・博士課程

の第一期生受入時は、7 プログラム全てではなく、まず 3 プログラム程度を選択して開設予定。 
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1-3. 大学経営層に対する日本の有力・先進的大学の視察と議論の機会提供 

1-4. 中期（5 年）及び長期計画（15 年）（財務計画、産学連携含む）の策定 

1-5. 事務職員の人選基準の策定と有能な人材の雇用 

1-6. 事務職員に対する大学運営事務・教務に係る研修の実施 

（指標・目標値） 

1-1. 機構、人員配置計画、内規が整備される。 

1-2. 選考基準に従い雇用された大学経営層、事務局幹部の大学運営に必要なビジョンと組織運

営能力が改善される。 

1-3. 中長期(5-15 年)計画と、その現実的な財務計画が作成される。 

1-4. 産業界と地域社会のニーズを反映した産学地連携の計画が立案される。 
 
② 成果 2 

教育プログラムの全体枠組みと 2009 年 9 月に開設される修士・博士課程第一期生に必要な教育

プログラム（カリキュラム、シラバス、教材）及び機材が整備される。 

（活動） 

2-1. 既設大学（「エ」国内・近隣諸国）の教育内容の調査 

2-2. 教育プログラム全体方針と各プログラムの基本方針の策定 

2-3. 学士・修士・博士課程それぞれに対応するカリキュラム骨子の策定 

2-4. 全 7 プログラム2のうち、修士・博士課程の第一期生で開始すべき 3 プログラムの選定 

2-5. 上記 3 プログラムの修士・博士課程第一期生に係るカリキュラム・シラバス・教材の作成 

2-6. 学士・修士・博士課程それぞれに必要となる機材・設備のリスト作成 

2-7. 上記 3 プログラムの修士・博士課程に必要とされる最低限の機材の整備 

2-8. 本邦大学との遠隔教育システムの確立に向けた準備 

（指標・目標値） 

2-1. 教育プログラム全体の基本戦略が決定される。 

2-2. 各プログラムの概要と第一期生で開始すべき 3 プログラムが決定される。 

2-3. 3 プログラムの修士・博士課程に係るカリキュラム・シラバス・教材が作成される。 

2-4. 全課程・プログラムに必要となる包括的な機材リストが作成される。 

2-5. 修士・博士課程一期生に必要となる機材・教材が整備・調達される。 
 
③ 成果 3 

キャンパスのグランドデザインと各施設整備の建築デザイン及びその詳細な実施設計・建設スケ

ジュールが策定される。 

（活動） 

3-1. 学術面のみならず産学地連携も考慮したキャンパス計画の基本構想の策定 

3-2. 各プログラム教員の意見や必要機材の配置を考慮した各教育・研究スペースの整備計画策定

3-3. 各施設の配置、動線、基盤設備に係る詳細な実施設計 

（指標・目標値） 

3-1. キャンパスの基本コンセプトと長期計画が形成される。 

3-2. 利用者の需要に対応し、全機材を適切に配置できる各施設の建築デザインが作成される。 

                                                                                                                                                                     
2 E-JUST の学問分野は 3 学科 7 プログラムに区分される： ①電気・電子・情報学科（電気・通信工学専攻、コンピュータ・情報工学

専攻）、②創造理工学科（メカトロ・ロボット工学専攻、産業工学専攻、材料工学専攻）、③エネルギー・環境工学科（資源・環境工学、

化学・石油化学工学科）。 
3 ①カイロ大学、②アインシャムス大学、③アレキサンドリア大学、④アシュート大学、⑤モンスーラ大学の 4 大学。 
4 権威のある英紙系 Times Higher Education Supplement の全体ランキングでの順位。 
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3-3. 全ての施設の詳細な実施設計と現実的な建築スケジュールが作成される。 
 
④ 成果 4 

修士・博士課程の教育に最低限必要とされる教育内容・指導方法・機材使用方法を習得した優秀

な教員が確保される。 

（活動） 

4-1. 教員の人選基準の策定と有能な人材の雇用 

4-2. 修士・博士課程指導に最低限必要なファカルティ・ディベロップメント(教育内容・指導方

法・機材使用方法等)の実施 

（指標・目標値） 

4-1. 選考基準を満たす教員が必要数雇用される。 

4-2. 全教員の教育内容・指導方法・機材使用方法にかかる習熟度が修士・博士課程指導に十分な

程度に改善される。 
 
⑤ 成果 5 

E-JUST の新設と大学の特長が関係者（産官学関係者や教員・学生候補者）に十分に周知される。

（活動） 

5-1. E-JUST に係るパンフレットや広告資料の作成 

5-2. 国内外のマスコミ、Web、Mailing List 等を活用した広報キャンペーンの実施 

5-3. E-JUST 組織設置を記念した国際シンポジウム等の開催 

（指標・目標値） 

5-1. E-JUST の大学概要が関係機関（省庁、産業界、主要大学・等）に配布される。 

5-2. 開設された大学 Web Site へのアクセスが 3,000 件に達する。 

5-3. メーリング・リストの登録者が 100 人になる。 

5-4. 全国紙、TV、関連雑誌・専門誌での E-JUST に係る紹介が各 30 回以上なされる。 

5-5. E-JUST 新設記念シンポジウム等が 3 回以上開催される。 
 
⑥ 成果 6 

「エ」国内外の優秀な学生が修士・博士課程第一期生として定数確保される。 

（活動） 

6-1. 修士・博士課程に係る入学者選抜基準及び入学要項の策定 

6-2. 主要大学における E-JUST に係る説明会の実施 

6-3. 出願書類の受付と入学者選抜の実施要項作成に基づいた審査実施（2009 年秋学期入学の修

士・博士課程第一期生） 

（指標・目標値） 

6-1. 応募者が入学定員の 5 倍以上となる。 

6-2. 入学許可された学生の全てが設定された入学基準を超過する。 
 
⑦ 成果 7 

ステージ 2 の協力内容の詳細が決定される 

（活動） 

7-1. 準備の進捗状況や新たに判明した状況を勘案した、本格実施ステージに関する PDM、PO、

投入案に係る点検評価・議論と改定案の策定 

7-2. ステージ 2 の PDM、PO、投入に係る議論を取り纏めた M/M の署名 

（指標・目標値） 



6 

7-1. 第 2 ステージに係る PDM、PO、投入計画の改訂版が作成される。 

7-2. 第 2 ステージに係る M/M について合意・署名がなされる。 

 

【第 2 ステージ（本格実施ステージ）】 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

① 協力（第 2 ステージ）終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

（プロジェクト目標） 

E-JUST の基本理念を実践することにより、世界の科学技術系大学のなかでトップレベルの大学

になるための基盤が確立する。 

（指標・目標値） 

1) 工学分野における国際会議での発表数と国際ジャーナルでの掲載数が「エ」国内大学の中で 5

位3以内になる。 

2) E-JUST が国家教育の質保証・認定機関(NAQAAE)により認証される。 
 
② 協力（第 2 ステージ）終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

（上位目標） 

E-JUST が「エ」国や中東・アフリカ諸国の経済・社会発展をリードする非常に優秀な人材を持続

的に輩出するようになる。 

 （指標・目標値） 

1) 設立後 10 年以内に世界大学ランキング4で 500 位以内にランクされる。 

2) E-JUST 卒業生の卒業 1 年後の就職率が 90％以上を持続する。 
 
(2) 成果（アウトプット）と活動 

① 成果 1 

E-JUST 教員の研究能力が国際水準まで向上する。 

（活動） 

1-1. 適切な研究課題設定や研究推進方法、研究機材使用法の習得 

1-2. 本邦大学（在「エ」国の大学・企業を含む）との共同研究の実施 

1-3. 本邦での博士号取得と短期研修の実施 

（指標・目標値） 

1-1. 各プログラムにおいて本邦大学と毎年 1 件以上の共同研究が行われる。 

1-2. 各プログラムにおいて、年間 2～3 件以上の研究論文が国際学会に報告/国際ジャーナルに

掲載される。 
 
② 成果 2 

E-JUST 学生の実践的・創造的な研究能力が研究中心教育により涵養される。 

（活動） 

2-1. 日本型の研究中心教育の「エ」国における最適化 

2-2. 研究中心教育を実施するための適正な教員組織の整備とカリキュラムの構築 

2-3. 研究中心の教育プログラムの実施 

（指標・目標値） 

2-1. 研究中心教育の導入計画が策定され、E-JUST 経営層により承認される。 

2-2. 研究中心教育が円滑に実施可能な組織体制とカリキュラムが形成される。 

2-3. 全ての大学院生が各研究室の活動に参加し、学位論文を研究活動に基づき執筆する。 

2-4. 雇用者（産業界、研究機関、大学）の 80％が E-JUST 卒業生は概して、より実践的で高い
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研究能力を有すると評価する。 
 
③ 成果 3 

研究活動を支援する有能な技術職員が確保され、機能する。 

（活動） 

3-1. 技術職員の人選基準の策定と有能な人材の雇用 

3-2. 技術職員を対象とした研究支援方法・機材の運用・維持管理方法に係る研修の実施 

（指標・目標値） 

3-1. 選考基準を満たす技術職員が必要数雇用される。 

3-2. 全技術職員の研究支援方法・機材の維持管理方法にかかる習熟度が十分に向上する。 
 
④ 成果 4 

E-JUST と在「エ」国の産業界の連携が推進される。 

（活動） 

4-1. 産学連携支援担当部署（知的所有権の取得・管理含む）の制度設計・設置と専門職員の研修

4-2. 在「エ」国企業の科学技術分野での人材育成、研究開発等に係るニーズ調査 

4-3. 在「エ」国企業のニーズを反映した冠講座設置と企業講師受入の推進 

4-4. 在「エ」国企業との共同研究・委託研究（調査含む）の推進 

4-5. 在「エ」国企業の社員研修（学位取得、短期研修）の推進 

4-6. 「エ」国政府による E-JUST の産学連携の支援体制に対する提言 

（指標・目標値） 

4-1. 産学連携支援担当部署が組織され、十分な数の教員・専門職・事務職が配置される。 

4-2. 技術シーズに係るデータベースが整備され、半年ごとに E-JUST の Web サイトに更新され

る。 

4-3. アレキサンドリア地域の主要企業の 50％以上が自社の関係する分野の E-JUST の研究領域

を知っている。 

4-4. 各プログラムでセメスター毎に最低 1 回は企業講師により講義が行われる。 

4-5. 各学部/大学院で毎年最低一回は企業向け訓練コースが実施される。 

4-6. プログラム毎に在「エ」国企業（国内・外資）との共同/委託研究が毎年最低 1 件実施される。
 
⑤ 成果 5 

E-JUST 学長を中心とする経営層及び事務局の大学運営能力が向上する。 

（活動） 

5-1. E-JUST 経営層による先進的大学経営を実践している国内支援大学の視察と同経営層との対

話 

5-2. E-JUST 大学事務局職員のスキルアップ研修 

（指標・目標値） 

5-1. 中期計画に記載された目標の 75％以上が外部評価者により「ほぼ達成」と評価される。 

5-2. E-JUST が国家教育の質保証・認定機関（NAQAAE）により正式に認定される。 

5-3. 教員と生徒の 75％以上が経営層と事務局による大学運営に満足する。 
 
⑥ 成果 6 

E-JUST の組織・研究・教育について世界に向けて活発な情報発信がなされる。 

（活動） 

6-1. 科学技術諸分野に係る国際セミナー・シンポジウムの積極的開催 
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6-2. E-JUST の活動成果（研究成果、新たな教育スタイル等）の広報 

6-3. 科学技術分野における世界的な大学・研究機関等とのネットワーク形成 

（指標・目標値） 

6-1. E-JUST 主催で国際シンポジウム・国際会議等が毎年一回は開催される。 

6-2. 中東・アフリカ諸国の最低 5 カ国において E-JUST の広報キャンペーン・留学勧奨ツアーが

行われる。 

6-3. 海外の大学・研究機関との学術研究交流協定が最低 5 件締結される。 

 

(3) 投入（第 1～第 2 ステージ合計） 

① 日本側（総額 約 12.5 億円） 

 長期専門家派遣：6 名 

学長アドバイザー、工学教育協力、3 分野専門家、IT・情報ネットワーク/業務調整員 等 

 短期専門家派遣：約 30 名/年（7 プログラム教員×4 名/年+事務局 2 名） 

 研修員受入：約 10 名/年（7 プログラム教員×1 名+経営層 2 名+事務局 1 人） 

 機材供与：修士・博士課程の研究・教育用機材（MuCSAT 所有機材の補完的位置づけ） 

 在外事業強化費：共同研究費、日常活動経費等 
 
② 「エ」側（総額 約 100 億円） 

 E-JUST 職員の雇用・配置：経営層、教員、技術職員、事務職員 

 E-JUST のキャンパス・施設の建設 

 大学運営予算：人件費、研究・教育経費、維持管理費（施設・機材） 

 プロジェクト事務局関連経費（執務室、公共料金、等） 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 成果達成（アウトプット）達成のための外部条件 

(1) 施設および設備・機材がタイムリーに整備される。 

(2) MuCSAT が人員・施設・機材面で E-JUST と密接な関係を維持する。 

② プロジェクト目標達成のための外部条件 

「エ」国政府が E-JUST 新設の方針を継続する。 

③ 上位目標達成のための外部条件 

(1) 「エ」国政府による科学技術分野における人材育成強化という政策の優先度に変更がない。 

(2) 工学系大学院修了者を必要とする産業・大学・研究機関が徐々に拡大する。 

 

５．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性：高い 

1) 政策・上位計画との整合性 

上記 3.（2）「相手国政府国家政策上の位置付け」に既述のとおり、「エ」国政府の各種の開発計画や

高等教育省の政策目標・計画と合致している。また、「エ」国政府要人（大統領、関連大臣）から機会

があるごとに E-JUST に関する支援要請がなされるなど、国家トップレベルでのコミットメントの度合

いも非常に大きい。 
 
2) 地域・社会・ターゲットグループのニーズとの合致 

「エ」国の大学では、進学者の急速な増加に伴いかかる状況下、有能な学生・教員が、質の高い教育

や魅力的な研究環境を求めて、欧米諸国の海外へ「頭脳流出」していることが大きな問題となっている。
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E-JUST は、学生と教員双方に理想的な学習と研究の環境を提供することによって、このような「頭脳

流出」を「頭脳獲得」へ構造転換を目指すものであり、「エ」国の高等教育セクターや教員・学生のニ

ーズとの合致している。 
 
3）日本の技術（工学系高等教育）の優位性 

日本の工学系高等教育は、研究室を中心とする講座制や研究プロジェクトをベースとした教育方法等

による「研究中心教育」を行い、高い研究能力・応用力・チームワークを持つ人材育成を達成してきた。

その結果、日本の研究論文数では世界 2 位、引用論文数は同 4 位であるなど、世界トップクラスの研究

成果を挙げており、さらに、米国における特許引用率で日本が 1 位であることが示すように、研究の実

践性についても世界をリードする立場にある。このように、日本の工学系高等教育は比較優位性を保持

しており、E-JUST 新設を行うための十分な能力・経験を有している。 

 

(2) 有効性：高い 

本プロジェクトの目標は、E-JUST が国際的水準の質の高い教育・研究を行う工学系高等教育機関と

なることである。これを達成するために、まず、第 1 ステージでは、1 年間をかけて、上述のように新

たな法律に基づき、「エ」国の既存大学にはない画期的な教育プログラム、優秀な教員・学生の確保、

産学連携等を実現するための組織・制度設計を行うとともに、大学院生一期生の受入に向け、教員の研

究・教育能力や経営陣・事務職員の大学運営管理能力を強化するための基礎的研修を行う。続く第 2 ス

テージ(4 年間)では、第 1 ステージで設計された画期的な組織・制度の実際の強化を図るために、世界

でトップレベルにある本邦の工学系トップ大学コンソーシアムの支援・連携のもと、共同研究や本邦で

の学位取得・短期研修、などを通じて教育・研究・組織運営能力の向上を図る。このように、国際的水

準の大学を新設するために、画期的な制度設計を行った上で、世界でも冠たる日本の工学系トップ大学

コンソーシアムの支援により能力強化を図るプロジェクト・デザインとなっており、その有効性は高い。

 

(3) 効率性：高い 

1) 既存の研究機関の活用 

E-JUST 設立予定地は、「エ」国第二の国立研究所であるムバラクシティー科学技術研究所（MuCSAT）

に隣接しているが、同研究所には欧米・日本で博士号を取った優秀な研究者、同国の他大学・研究機関

に比較して高度な研究機器、研究と教育を行うための施設が存在している。E-JUST は同研究所と恒久

的な連携関係を持つ形で設立される予定であり、同研究所の人的資源、施設・機材、他大学・研究所・

産業界との人的・組織的ネットワーク、研究資金等を活用することができる。E-JUST は新設大学であ

るが、上記のような MuCSAT との連携により効率的な基盤整備・能力強化が可能である。 
 
2) 既存人材の活用 

 E-JUST の教員については、日本や欧米の大学で博士号を習得した人材を多く雇用する予定であるこ

とから、先進的な教育・研究に関して一定程度の能力を持っていることが期待される。プロジェクトで

予定している日本型の研究中心教育の手法導入や、その「エ」国での最適化にあたっても、これら人材

の日本や欧米での経験が有用である。このように、一定程度の能力をもった既存の人材を確保すること

により、プロジェクトの効率的な実施が期待できる。 
 
3) 学術リソースへのアクセス 

E-JUST が設立されるニュー・ボルグ・エルアラブ市は、世界最大級の図書館であるアレキサンドリ

ア図書館に車で約 1 時間でアクセスできる位置に存在する。（同市とアレキサンドリア市とを結ぶ鉄道

が数年以内に整備される計画であり、アクセスは更に容易になる予定。）さらに、同図書館の近隣には

E-JUST の現地国内支援大学であるアレキサンドリア大学の図書館も存在する。工学教育において、レ
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ファレンス文献へのアクセスは質の高い教育・研究を行うための重要要件である。また、アレキサンド

リア図書館には、設備の充実した大小のホール・講義室が複数整備されており、E-JUST の国際的認知

度を高める上で重要となる国際シンポジウム等の開催時に活用が期待される。よって、これら図書館の

リソースを活用することにより、E-JUST は効率的な教育・研究を行うことが可能である。 
 
4）産業界との連携 

 産学連携については、教育・研究の有効性に大きく関係する他、共同・委託研究、奨学金、冠講座、

社員研修等の提供により、大学の財政基盤に大きな影響を持ち得る。E-JUST の周辺地域は「エ」国政

府が指定する 4 つの産業振興地域の一つであり、近年、外国投資を含めて急速に発展しつつある。さら

に、E-JUST には、アレキサンドリア地域の産業界代表が検討委員会に含まれていることや、「エ」国政

府が E-JUST の隣接地にサイエンス・パークとインキュベーション施設を設置することを決定している

こと等を勘案すると、E-JUST と産業界との連携は発展可能性が高く、投入面での効率性への寄与が期

待される。 
 
 (4) インパクト：大きい 

1) 高等教育セクター・既存大学の改革 

高等教育省は E-JUST が同国の工学系大学のモデルとなり、高等教育改革の牽引役となることを期待

しており、E-JUST を国際的水準の大学に育成する計画である。具体的には、教育と研究の質の高さを

保つために、教員と学生の比率を 1:10 以下（既存大学は 1：30 以上）、学部生と大学院生の割合を 60％

と 40％（既存大学は 90%:10%程度）にしようとしている。さらに、現在の国立大学法ではなく、新た

な法律に基づく独立性の高い国立大学として設立予定であり、これにより教員の給与、学生の募集、カ

リキュラム編成、産学連携など独自の制度設計が可能な大学となる。このように E-JUST は、高い教育

と研究の質を達成するための画期的・実験的な大学として、同国の工学系高等教育の改革に大きなイン

パクトを与えうる。 
 
2) 社会・経済への貢献 

E-JUST を国際的水準の大学に育成することにより、「エ」国で大きな問題となっている「頭脳流出」

に歯止めをかけ、さらには既に流出した優秀なエジプト人研究者等を呼び戻す「頭脳獲得」が期待され

る。工学系の優秀な人材育成と質の高い研究を行うことにより、「エ」国の社会・経済発展にインパク

トを与えることが期待される。特に、E-JUST の設立地であるニュー・ボルグ・エルアラブ周辺には成

長産業が集積し始めているとともに、今後、サイエンス・パークとインキュベーション施設も設置され

る予定であるなど、産学連携の基盤が形成されつつある。E-JUSＴから産業界に対し共同・委託研究、

技術コンサルティング、社員研修等を提供するとともに、企業から E-JUST に対して冠講座、講師派遣

等を通じて、産業界のニーズに合致した人材を供給するなどの産学連携を通じて、産業界への貢献が期

待できる。また、質の高い研究能力を通じて社会問題（例：環境問題）への解決方法を開発するなどに

より、社会的な貢献も十分に期待できる。 
 
3) 中東及びアフリカへの貢献 

経済産業活動のグローバル化が進展する今日、E-JUST のインパクトは「エ」国内にとどまらず、中

東・アフリカ地域に及ぶと考えられる。これら地域からの学生の受入れ、当該地域の大学との学術交流・

共同研究の推進、当該地域における E-JUST 卒業生の就職と活躍、或いは当該地域の企業の「エ」国へ

の進出（海外直接投資）など、様々な活動を通じて当該地域の発展に寄与できるものと考えられる。 

 

(5) 自立発展性：高い 

1) 政策・制度面 
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先に述べたとおり、「エ」国政府は社会経済開発長期ビジョン 2002/03～2021/22 年）で「人的資源開

発と雇用増加」を主要目標の一つとして、「教育・科学研究の発展」に力を入れており、また、高等教

育省も「大学院教員と科学研究の拡充」を重要な政策課題としている。経済のグローバル化と知識型社

会の中での科学技術振興が益々重要になることから、「エ」国政府のこれらの政策は持続するものと考

えられる。 
 
2) 組織・財務面 

組織面に関しては、政治的ハイレベルのコミットメントや、E-JUST 新設を目的とした新法を制定予

定であることから、その基盤は非常に強固である。 

財務面に関しては、他の国立大学を見ても、政府からの予算配賦なしには大学経営は成り立たないこ

とは明らかであり、「エ」国政府は E-JUST の主要な資金供給源であり続ける必要がある。この点に関

して、「エ」国政府は E-JUST への継続的な財政支援を文書で表明をしている。さらに、「エ」国政府は、

E-JUST を従来の国立大学法とは異なる新たな法律に基づき、独立的な大学として設置予定であり、そ

の中で E-JUST は産学連携・大学内起業からの収入を含めた裁量権を与えられる予定である。「エ」国

の産業界は大企業・地元企業を含め、現段階でも E-JUST との連携に積極的な企業が存在するが、将来

的には E-JUST の能力強化や知名度向上により更に増加すると期待される。このように政府交付金と独

自財源という二つの財源を活用可能であることから、E-JUST の財務的な持続可能性は高いと考えられ

る。 
 
3) 学術面 

E-JUST は単に存続すればよいのではなく、目指すべきは世界的に一流の研究大学である。「一流」で

あるためには第一に良い教員を国内外から確保する必要がある。また学生にも教員にも魅力的な環境を

用意し続けることが肝要である。上記のような政策・制度面、組織・財務面の措置を通じて、一流の教

員・学生や魅力的な教育・研究環境を整備・維持できる可能性は高い。 

E-JUST が教育・研究面で「国際的水準」に達するためには、日本の国内支援大学の長期間にわたる

関与が不可欠である。日本政府がコミットしている 10 年間の協力期間の中で、JICA の支援が終了した

後も国内支援大学の関与が継続できるように、All Japan（政府（外務省・文科省・経産省等）、大学、

産業界）での E-JUST 支援体制を形成することが必要である。この点については、外務省が「E-JUST

支援会議」設置を通じて All Japan 体制の形成を図っている。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

E-JUST のキャンパス設置に関して、設立予定値は国有地であり、かつ居住者はいないことから、住

民立ち退き問題等は発生しない。 

環境配慮に関しては、エネルギー・環境保全など地球規模課題に関する「エ」国内・地域内のトップ

クラスの人材育成と研究を行うことにより、国内外に対して貢献が可能である。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

 これまで実施してきたアジアを中心とする高等教育支援案件を通じて、JICA は工学系高等教育機関

の能力向上のための支援アプローチ（例：本邦大学との共同研究、研究中心教育、産学連携等）に係る

経験を蓄積してきており、その知見・教訓を活用することが可能である。 

 

８．今後の評価計画 

 第 1 ステージ達成度評価 2009 年 1 月頃 

 中間評価  2011 年 9 月頃 
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 終了時評価  2013 年 3 月頃 

 事後評価  協力終了 3 年後を目途に実施予定 

 

 

 


